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会派名及び
議　員　名

議案名及び
議 決 結 果

真政クラブ 市民クラブ 自民クラブ 公明
クラブ

日本共産党
議員団

清風
クラブ

議　

長

副
議
長

渡
邊　

妙
美

外
山　

鉱
一

清
水　

俊
安

鈴
木　

正
人

加
藤　

廣
行

稲
垣　

雅
弘

山
崎　

高
晴

鈴
木　

浩
二

伊
藤　

幸
弘

黒
川　

智
明

佐
原　

充
恭

中
嶋　

祥
元

山
内　

智
彦

加
藤　

賢
次

鈴
木　

絹
男

神
谷　

昌
宏

蜂
須
賀
信
明

松
永　
　

寿

白
土
美
恵
子

樫
谷　
　

勝

新
村　

健
治

野
村　

武
文

山
本
シ
モ
子

上
田　

昌
哉

新
海　

真
規

星
野　

雅
春

前
田　

秀
文

加
藤　

峯
昭

一般会計歳入歳出決算認定について 認
定○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○╳╳╳╳○○議

長
の
た
め
、
採
決
に
加
わ
ら
な
い

○

国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 認
定○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○╳╳╳○○○ ○

後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 認
定○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○╳╳╳○○○ ○

介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 認
定○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○╳╳╳○○○ ○

一般会計補正予算 可
決○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○╳╳╳○○○ ○

後期高齢者医療特別会計補正予算 可
決○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○╳╳╳○○○ ○

○
公
共
施
設
連
絡
バ
ス
の
運
行
情
報

を
リ
ア
ル
タ
イ
ム
で
配
信
す
る
こ
と

で
、
バ
ス
利
用
者
の
利
便
性
向
上
を

図
り
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　

６
５
１
万
６
千
円

問　
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ
り
、

で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
は
。

答　
バ
ス
の
走
行
位
置
や
到
着
時

間
な
ど
の
情
報
を
バ
ス
停
に
設
置
す

る
モ
ニ
タ
ー
や
携
帯
電
話
に
リ
ア
ル

タ
イ
ム
で
配
信
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

問　
今
年
度
は
刈
谷
駅
南
口
と
北

　

今
回
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
提
出
さ

れ
た
陳
情
９
件
は
、
関
係
す
る
委
員

会
等
で
審
査
さ
れ
た
結
果
、
３
件
が

採
択
、
６
件
が
不
採
択
と
な
り
ま
し

た
。
採
択
さ
れ
た
陳
情
に
伴
う
意
見

書
は
本
会
議
最
終
日
に
全
会
一
致
で

可
決
さ
れ
、
関
係
機
関
に
送
付
さ
れ

ま
し
た
。（
意
見
書
の
全
文
は
５
ペ
ー

ジ
に
掲
載
）

【
陳
情
】

▼
国
の
私
学
助
成
の
拡
充
に
関
す
る

意
見
書
の
提
出
を
求
め
る
陳
情

	

採
択

▼
愛
知
県
の
私
学
助
成
の
拡
充
に
関

す
る
意
見
書
の
提
出
を
求
め
る
陳
情

	

採
択

▼
私
立
高
校
生
の
父
母
負
担
を
軽
減

し
、
学
費
の
公
私
格
差
を
是
正
す
る

た
め
に
市
町
村
独
自
の
授
業
料
助
成

の
拡
充
を
求
め
る
陳
情

	

不
採
択

▼
教
育
の
機
会
均
等
と
社
会
に
有
用

な
人
材
を
育
成
す
る
た
め
に
大
学

生
・
短
大
生
の
た
め
の
給
付
型
の
奨

学
金
の
設
置
を
求
め
る
陳
情

	

不
採
択

▼
避
難
所
の
双
葉
小
学
校
に
設
置
し

て
あ
る
バ
ル
ク
タ
ン
ク
を
災
害
用
バ

ル
ク
タ
ン
ク
に
機
能
ア
ッ
プ
す
る
こ

と
を
求
め
る
陳
情

	

不
採
択

▼
定
数
改
善
計
画
の
早
期
策
定
・
実

施
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の

堅
持
及
び
拡
充
を
求
め
る
陳
情　
　

	

採
択

▼
高
校
を
卒
業
し
た
強
度
行
動
障
害

者
の
入
所
出
来
る
生
活
介
護
施
設
等

を
増
や
す
こ
と
を
求
め
る
陳
情　
　

	

不
採
択

▼
強
度
行
動
障
害
者
に
対
応
す
る
人

材
を
育
成
す
る
学
習
機
会
を
増
や
す

こ
と
を
求
め
る
陳
情

	

不
採
択

▼
強
度
行
動
障
害
者
の
居
場
所
作
り

の
為
に
、
既
存
の
介
護
施
設
等
の
補

助
の
充
実
を
は
か
り
介
護
支
援
員
の

増
員
を
求
め
る
陳
情

	

不
採
択

■
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て　

　

刈
谷
市
民
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
セ

ン
タ
ー
の
指
定
管
理
者
を
指
定
し
ま

す
。

指
定
管
理
者

　

特
定
非
営
利
活
動
法
人
愛
知
ネ
ッ

　

ト

　

安
城
市
東
栄
町
１
丁
目
７
番
22
号

指
定
の
期
間

　

平
成
29
年
４
月
１
日
か
ら
平
成
34

年
３
月
31
日
ま
で

問　
「
サ
ー
ビ
ス
向
上
に
対
し
積

極
的
な
提
案
」
と
い
う
選
定
理
由
が

あ
る
が
、
具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
な

提
案
か
。

答　
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
対
応
サ
イ

ト
に
よ
る
情
報
発
信
や
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
を
活
用
し
た
施
設
予
約
、
職
員
の

増
員
な
ど
の
新
た
な
提
案
が
さ
れ
た
。

■
刈
谷
市
立
幼
稚
園
保
育
料
徴
収
条

例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

問　
改
正
の
内
容
は
。

答　
年
収
約
３
６
０
万
円
未
満
の

世
帯
に
お
い
て
は
、
第
１
子
の
年
齢

を
問
わ
ず
、
第
２
子
の
保
育
料
を
半

額
、
第
３
子
以
降
を
無
料
に
し
、
ひ

と
り
親
世
帯
に
お
い
て
は
、
こ
れ
ま

で
の
市
民
税
非
課
税
世
帯
の
保
育
料

無
料
に
加
え
、
年
収
約
３
６
０
万
円

未
満
の
世
帯
に
対
し
、
第
１
子
を
半

額
、
第
２
子
以
降
を
無
料
と
す
る
も

の
で
あ
る
。

問　
今
年
度
の
対
応
は
。

答　
４
月
か
ら
８
月
分
の
保
育
料

に
つ
い
て
は
、
速
や
か
に
還
付
を
行

い
、
９
月
以
降
は
、
改
正
後
の
保
育

料
と
な
る
。

単

行

議

案

条

例

議

案

　

補
正
予
算
議
案
は
、
全
議
員
で
構

成
す
る
予
算
審
査
特
別
委
員
会
を
経

て
、
関
係
す
る
分
科
会
で
審
査
さ
れ

ま
し
た
。

　

９
月
27
日
に
再
度
予
算
審
査
特
別

委
員
会
を
開
催
し
、
各
分
科
会
で
の

審
査
結
果
に
つ
い
て
各
委
員
長
よ
り

報
告
を
受
け
、
28
日
の
本
会
議
に
お

い
て
原
案
の
と
お
り
可
決
し
ま
し
た
。

補
正
す
る
額
（
一
般
会
計
）

　
　
　

19
億
３
，
６
６
３
万
３
千
円

補
正
後
の
予
算
総
額
（
一
般
会
計
）

　

５
７
７
億
１
，
８
３
７
万
６
千
円

補
正
後
の
予
算
総
額
（
全
会
計
）

　

９
０
５
億
６
，
５
６
４
万
３
千
円

主
な
事
業

○
市
議
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
子
ど

も
向
け
の
サ
ブ
サ
イ
ト
を
開
設
す
る

と
と
も
に
、
市
議
会
を
紹
介
す
る
啓

発
用
Ｄ
Ｖ
Ｄ
を
作
成
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
６
０
万
円

口
、
刈
谷
豊
田
総
合
病
院
に
モ
ニ
タ
ー

設
置
と
あ
る
が
今
後
の
予
定
は
。

答　
鉄
道
駅
の
バ
ス
停
や
年
間
利

用
者
の
多
い
バ
ス
停
な
ど
、
来
年
度

以
降
に
９
箇
所
程
度
整
備
し
て
い
く
。

※
市
民
の
方
等
か
ら
貴
重
な
ご
寄
附

を
い
た
だ
き
ま
し
た
。
補
正
予
算
に

計
上
し
、
活
用
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

す
。

・
公
園
事
業
費
寄
附
金
と
し
て

	

２
０
１
万
６
千
円

・
学
校
管
理
事
業
費
寄
附
金
と
し
て

　
　
　
　
　
　
　
　
　

２
０
０
万
円

・
図
書
館
事
業
費
寄
附
金
と
し
て

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

５
万
円

補
正
予
算
議
案

陳
情
の
結
果

　

委
員
会
で
は
、
議
案
、
陳
情
の
審

査
の
ほ
か
、
主
に
次
の
こ
と
が
話
し

合
わ
れ
ま
し
た
。

企
画
総
務
委
員
会

「
か
つ
な
り
く
ん
の
改
善
」「
ス
ト
レ

ス
チ
ェ
ッ
ク
の
義
務
化
」「
街
頭
防

犯
カ
メ
ラ
」
な
ど

福
祉
産
業
委
員
会

「
高
齢
者
・
障
害
者
施
設
の
風
水
害

対
策
」「
国
民
健
康
保
険
制
度
改
革
」

「
商
店
街
補
助
事
業
」
な
ど

建
設
委
員
会

「
道
路
の
雑
草
対
策
」「
亀
城
公
園
再

整
備
」「
道
路
側
溝
の
点
検
、
清
掃
」

な
ど市

民
文
教
委
員
会

「
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
」

「
Ａ
Ｌ
Ｔ
・
Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
」「
子
育
て

コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
」
な
ど　

委
員
会
の
動
き

９月定例会提出議案の賛否について
賛否が分かれたものについて掲載します。（○：賛成　×:反対）

子ども向けサブサイ
ト開設イメージ

議
案
審
議

　
国
の
私
学
助
成
の
拡
充
に
関
す
る
意
見
書

　

私
立
学
校
は
、
国
公
立
学
校
と
と
も
に
国
民
に
教
育
を
受
け
る
権
利
を
保
障
す
る
公
教
育
の
場

と
し
て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
お
り
、
国
に
お
い
て
も
、
昭
和
50
年
に
学
費
の
公
私
間
格
差
是
正

を
目
的
と
し
た
私
立
学
校
振
興
助
成
法
を
制
定
し
、
文
部
省
に
よ
る
国
庫
助
成
た
る
各
種
助
成
措

置
を
講
じ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
地
方
自
治
体
で
は
、
財
政
難
を
理
由
に
私
学
助
成
を
抑
制
、
削
減
す
る
動
き
が
後
を

絶
た
な
い
。
愛
知
県
に
お
い
て
も
、
平
成
11
年
度
に
「
財
政
危
機
」
を
理
由
と
し
て
経
常
費
助
成

が
総
額
の
15
％
カ
ッ
ト
さ
れ
、
授
業
料
助
成
も
対
象
家
庭
が
縮
小
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
県
の
私
学

関
係
予
算
は
、
国
の
私
学
助
成
増
額
を
土
台
に
、
経
常
費
単
価
で
は
徐
々
に
増
額
に
転
じ
、
一
昨

年
度
、
16
年
ぶ
り
に
平
成
10
年
度
水
準
を
超
え
、
昨
年
度
は
国
か
ら
の
財
源
措
置
（
国
基
準
単

価
）
を
６
年
ぶ
り
に
回
復
し
た
。
し
か
し
、
少
子
化
に
よ
る
生
徒
減
と
も
重
な
っ
て
、
多
く
の
学

園
の
経
営
は
深
刻
な
事
態
が
続
い
て
い
る
。

　

ま
た
、
父
母
負
担
の
公
私
格
差
は
未
だ
大
き
く
、
多
く
の
生
徒
が
無
償
の
公
立
に
対
し
て
、
私

学
の
初
年
度
納
付
金
は
約
64
万
円
を
こ
え
、
授
業
料
助
成
制
度
が
あ
る
も
の
の
、
私
学
を
自
発
的

に
選
択
で
き
る
層
は
、
ご
く
一
部
に
限
ら
れ
て
い
る
。

　

と
り
わ
け
、
平
成
22
年
度
の
「
高
校
無
償
化
」
の
際
に
、
公
立
高
校
は
無
償
化
さ
れ
る
一
方
、

私
立
高
校
生
に
は
就
学
支
援
金
が
支
給
さ
れ
た
が
、
愛
知
県
で
は
財
政
難
も
あ
っ
て
、
県
独
自
の

授
業
料
助
成
が
大
幅
に
減
額
さ
れ
た
。
特
に
乙
ラ
ン
ク
（
年
収
３
５
０
万
円
以
上
８
４
０
万
円
以

下
）
の
層
で
は
、
公
立
が
11
万
８
，
８
０
０
円
軽
減
さ
れ
る
一
方
で
、
私
学
助
成
は
２
万
４
，

０
０
０
円
の
加
算
に
と
ど
ま
り
、
父
母
負
担
の
公
私
格
差
は
大
き
く
広
が
っ
た
。
そ
の
結
果
、「
教

育
の
機
会
均
等
」
が
著
し
く
損
な
わ
れ
、
私
学
を
選
び
た
く
て
も
選
ぶ
こ
と
の
で
き
な
い
生
徒
が

ま
す
ま
す
増
え
た
。
そ
の
た
め
私
立
高
校
は
生
徒
の
募
集
難
に
苦
し
み
、
私
学
教
育
本
来
の
良
さ

を
損
な
い
か
ね
な
い
状
況
に
置
か
れ
て
き
た
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
こ
の
３
年
間
、
愛
知
県
に
お
い
て
は
、
国
の
無
償
化
政
策
見
直
し
に

伴
う
就
学
支
援
金
の
加
算
分
約
15
億
円
（
約
５
億
円
×
３
年
）
を
活
用
し
て
、
従
来
の
授
業
料
助

成
制
度
を
復
元
し
、
授
業
料
本
体
に
つ
い
て
は
、
乙
Ⅰ
ラ
ン
ク
（
年
収
６
１
０
万
円
以
下
）
ま
で

の
層
は
そ
の
３
分
の
２
を
、
乙
Ⅱ
ラ
ン
ク
（
年
収
８
４
０
万
円
以
下
）
ま
で
の
層
は
半
分
が
助
成

さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ま
た
、
入
学
金
補
助
は
、
年
収
３
５
０
万
円
以
下
の
甲
ラ
ン
ク
は
20
万

円
に
増
額
・
実
質
無
償
化
さ
れ
、
今
年
度
は
年
収
３
５
０
～
８
４
０
万
円
の
乙
ラ
ン
ク
が
９
年
ぶ

り
に
増
額
さ
れ
た
。

　

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、「
父
母
負
担
の
公
私
格
差
の
是
正
」
は
、
未
だ
抜
本
的
な
解
決
に
は

至
っ
て
お
ら
ず
、
私
学
を
自
由
に
選
択
で
き
な
い
な
ど
、「
公
私
両
輪
体
制
」
に
と
っ
て
い
び
つ

な
状
況
が
今
な
お
続
い
て
い
る
。
甲
ラ
ン
ク
で
は
、
授
業
料
本
体
と
入
学
金
に
つ
い
て
は
、
無
償

化
さ
れ
た
が
、
施
設
設
備
費
な
ど
を
含
め
た
「
月
納
金
」
で
は
、
未
だ
約
５
万
円
の
公
私
格
差
が

残
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
年
収
３
５
０
万
円
以
下
の
低
所
得
者
層
は
、
公
立
の
倍
以
上
の
比
率

で
、
学
費
の
高
い
私
学
に
来
て
い
る
と
い
う
現
状
が
あ
る
。
一
方
、
入
学
金
補
助
は
、
甲
ラ
ン
ク

は
20
万
円
と
な
り
、
実
質
無
償
化
さ
れ
た
が
、
年
収
３
５
０
万
円
以
上
の
世
帯
で
は
父
母
負
担
の

大
き
な
格
差
が
残
っ
て
い
る
。

　

一
方
、
全
国
的
に
は
、
平
成
26
年
度
の
文
部
科
学
省
調
査
で
も
16
道
県
が
制
度
改
善
を
行
わ
な

か
っ
た
と
発
表
さ
れ
た
よ
う
に
、
せ
っ
か
く
の
国
の
加
算
措
置
が
多
く
の
自
治
体
で
独
自
制
度
の

改
善
に
結
び
つ
い
て
い
な
い
現
状
が
続
い
て
い
る
。

　

私
学
は
、「
公
教
育
」
の
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。
本
来
、
学
校
は
、
公
立
・
私
立
を
問
わ

ず
、
誰
も
が
教
育
の
中
身
に
よ
っ
て
自
由
に
選
択
す
る
こ
と
が
望
ま
し
く
、
父
母
負
担
と
教
育
条

件
の
公
私
格
差
を
是
正
す
る
こ
と
は
、
単
に
私
学
の
問
題
だ
け
で
な
く
、
父
母
・
市
民
に
と
っ
て

切
実
な
要
求
で
あ
り
、と
り
わ
け
、
準
義
務
化
さ
れ
た
高
校
教
育
に
お
い
て
は
急
務
と
な
っ
て
い
る
。

　

国
に
お
か
れ
て
は
、
父
母
負
担
の
軽
減
と
教
育
改
革
を
願
う
広
範
な
父
母
国
民
の
要
求
に
応

え
、
学
校
と
教
育
を
最
優
先
す
る
施
策
を
推
進
す
る
こ
と
こ
そ
が
望
ま
れ
て
い
る
。

　

よ
っ
て
、
刈
谷
市
議
会
は
政
府
に
対
し
、
国
の
責
務
と
私
学
の
重
要
性
に
か
ん
が
み
、
父
母
負

担
の
公
私
格
差
を
是
正
す
る
た
め
の
就
学
支
援
金
を
、
一
層
拡
充
す
る
と
と
も
に
、
併
せ
て
、
私

立
学
校
振
興
助
成
法
に
基
づ
く
国
庫
補
助
制
度
を
堅
持
し
、
私
立
高
校
以
下
の
国
庫
補
助
金
と
、

そ
れ
に
伴
う
地
方
交
付
税
交
付
金
を
充
実
し
、
私
立
高
等
学
校
以
下
の
経
常
費
補
助
の
一
層
の
拡

充
を
図
ら
れ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

　
　

平
成
28
年
９
月
28
日
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愛
知
県
の
私
学
助
成
の
拡
充
に
関
す
る
意
見
書

　

現
在
、
愛
知
県
に
お
い
て
は
高
校
生
の
３
人
に
１
人
が
私
学
に
学
ん
で
お
り
、
私
学
は
、「
公

教
育
」
の
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
鑑
み
、
愛
知
県
は
、
学
費
と
教
育
条
件
の
公
私

間
格
差
是
正
と
父
母
負
担
軽
減
を
目
的
と
し
て
、「
経
常
費
２
分
の
１
助
成
（
愛
知
方
式
）」、「
授

業
料
助
成
」
な
ど
、
各
種
助
成
措
置
を
講
じ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
平
成
11
年
度
に
経
常
費
助
成
が
総
額
の
15
％
カ
ッ
ト
さ
れ
、
授
業
料
助
成
も
対
象
家

庭
が
縮
小
さ
れ
た
。
そ
の
後
、
県
の
私
学
関
係
予
算
は
、
国
の
私
学
助
成
増
額
を
土
台
に
、
経
常

費
単
価
で
は
徐
々
に
増
額
に
転
じ
、
一
昨
年
度
、
16
年
ぶ
り
に
平
成
10
年
度
水
準
を
超
え
、
昨
年

度
は
国
か
ら
の
財
源
措
置
（
国
基
準
単
価
）
を
６
年
ぶ
り
に
回
復
し
た
。
し
か
し
、
少
子
化
に
よ

る
生
徒
減
と
も
重
な
っ
て
、
多
く
の
学
園
の
経
営
は
深
刻
な
事
態
が
続
い
て
い
る
。

　

ま
た
、
父
母
負
担
の
公
私
格
差
は
未
だ
大
き
く
、
無
償
の
公
立
に
対
し
て
、
私
学
の
初
年
度
納

付
金
は
約
64
万
円
を
こ
え
、
私
学
を
自
発
的
に
選
択
で
き
る
層
は
、ご
く
一
部
に
限
ら
れ
て
い
る
。

　

と
り
わ
け
、
平
成
22
年
度
の
「
高
校
無
償
化
」
の
際
に
、
公
立
高
校
は
無
償
化
さ
れ
る
一
方
、

私
立
高
校
生
に
は
就
学
支
援
金
が
支
給
さ
れ
た
が
、
愛
知
県
で
は
財
政
難
も
あ
っ
て
、
県
独
自
の

授
業
料
助
成
が
大
幅
に
減
額
さ
れ
た
。
特
に
乙
ラ
ン
ク
（
年
収
３
５
０
万
円
以
上
８
４
０
万
円
以

下
）
の
層
で
は
、
公
立
が
11
万
８
，
８
０
０
円
軽
減
さ
れ
る
一
方
で
、
私
学
助
成
は
２
万
４
，

０
０
０
円
の
加
算
に
と
ど
ま
り
、
父
母
負
担
の
公
私
格
差
は
大
き
く
広
が
っ
た
。
そ
の
結
果
、「
教

育
の
機
会
均
等
」
が
著
し
く
損
な
わ
れ
、
私
学
を
選
び
た
く
て
も
選
ぶ
こ
と
の
で
き
な
い
生
徒
が

ま
す
ま
す
増
え
た
。
そ
の
た
め
私
立
高
校
は
生
徒
の
募
集
難
に
苦
し
み
、
私
学
教
育
本
来
の
良
さ

を
損
な
い
か
ね
な
い
状
況
に
置
か
れ
て
き
た
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
こ
の
３
年
間
、
愛
知
県
に
お
い
て
は
、
国
の
無
償
化
政
策
見
直
し
に

伴
う
就
学
支
援
金
の
加
算
分
約
15
億
円
（
約
５
億
円
×
３
年
）
を
活
用
し
て
、
従
来
の
授
業
料
助

成
制
度
を
復
元
し
、
授
業
料
本
体
に
つ
い
て
は
、
乙
Ⅰ
ラ
ン
ク
（
年
収
６
１
０
万
円
以
下
）
ま
で

の
層
は
そ
の
３
分
の
２
を
、
乙
Ⅱ
ラ
ン
ク
（
年
収
８
４
０
万
円
以
下
）
ま
で
の
層
は
半
分
が
助
成

さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
措
置
は
、
中
所
得
者
層
で
の
公
私
格
差
を
是
正
し
、
私
学
選
択
の

自
由
を
広
げ
る
上
で
大
き
な
意
義
が
あ
る
。
ま
た
、
入
学
金
補
助
は
、
年
収
３
５
０
万
円
以
下
の

甲
ラ
ン
ク
は
20
万
円
に
増
額
・
実
質
無
償
化
さ
れ
、
今
年
度
、
年
収
３
５
０
～
８
４
０
万
円
の
乙

ラ
ン
ク
が
９
年
ぶ
り
に
増
額
さ
れ
た
。

　

そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、「
父
母
負
担
の
公
私
格
差
の
是
正
」
は
、
未
だ
抜
本
的
な
解
決
に
は

至
っ
て
お
ら
ず
、
私
学
を
自
由
に
選
択
で
き
な
い
な
ど
、「
公
私
両
輪
体
制
」
に
と
っ
て
い
び
つ

な
状
況
が
今
な
お
続
い
て
い
る
。
甲
ラ
ン
ク
で
は
、
授
業
料
本
体
と
入
学
金
に
つ
い
て
は
、
無
償

化
さ
れ
た
が
、
施
設
設
備
費
な
ど
を
含
め
た
「
月
納
金
」
で
は
、
未
だ
約
５
万
円
の
公
私
格
差
が

残
っ
て
い
る
。
し
か
も
、
年
収
３
５
０
万
円
以
下
の
低
所
得
者
層
は
、
公
立
の
倍
以
上
の
比
率

で
、
学
費
の
高
い
私
学
に
来
て
い
る
と
い
う
現
状
が
あ
る
。
一
方
、
入
学
金
助
成
は
、
甲
ラ
ン
ク

は
20
万
円
と
な
り
、
実
質
無
償
化
さ
れ
た
が
、
乙
ラ
ン
ク
は
、
乙
Ⅰ
は
10
万
円
（
入
学
金
の
２
分

の
１
）、
乙
Ⅱ
は
６
万
５
，
０
０
０
円
（
入
学
金
の
３
分
の
１
）
に
増
額
さ
れ
た
が
授
業
料
助
成

制
度
（
甲
ラ
ン
ク
無
償
、
乙
Ⅰ
ラ
ン
ク
３
分
の
２
助
成
、
乙
Ⅱ
ラ
ン
ク
２
分
の
１
助
成
）
に
は
届

い
て
い
な
い
。

　

私
学
は
、「
公
教
育
」
の
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
お
り
、
生
徒
急
増
期
に
お
い
て
は
、
生
徒
収

容
で
多
大
な
役
割
を
担
う
な
ど
、「
公
私
両
輪
体
制
」
で
県
下
の
「
公
教
育
」
を
支
え
て
き
た
。

こ
の
よ
う
な
事
情
か
ら
、
父
母
負
担
と
教
育
条
件
の
公
私
格
差
を
是
正
す
る
こ
と
は
、
長
年
に
わ

た
る
県
政
の
最
重
点
施
策
で
も
あ
っ
た
。

　

本
来
、
学
校
は
、
公
立
・
私
立
を
問
わ
ず
、
誰
も
が
教
育
の
中
身
に
よ
っ
て
自
由
に
選
択
す
る

こ
と
が
望
ま
し
く
、
父
母
負
担
と
教
育
条
件
の
公
私
格
差
を
是
正
す
る
こ
と
は
、
単
に
私
学
の
問

題
だ
け
で
な
く
、
父
母
・
市
民
に
と
っ
て
切
実
な
要
求
で
あ
る
。
と
り
わ
け
、
準
義
務
化
さ
れ
た

高
校
教
育
に
お
い
て
は
急
務
で
あ
る
。

　

愛
知
県
に
お
か
れ
て
は
、
父
母
負
担
の
軽
減
と
教
育
改
革
を
願
う
広
範
な
県
民
の
要
求
に
応

え
、
学
校
と
教
育
を
最
優
先
す
る
施
策
を
推
進
す
る
こ
と
こ
そ
が
望
ま
れ
て
い
る
。

　

よ
っ
て
、
刈
谷
市
議
会
は
、
父
母
負
担
軽
減
に
大
き
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
授
業
料
助
成
を

拡
充
す
る
と
と
も
に
、
経
常
費
助
成
に
つ
い
て
も
国
か
ら
財
源
措
置
の
あ
る
「
国
基
準
単
価
」
を

土
台
に
、
学
費
と
教
育
条
件
の
「
公
私
格
差
」
を
着
実
に
是
正
で
き
る
施
策
を
実
施
す
る
こ
と
を

要
望
す
る
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

　
　

平
成
28
年
９
月
28
日
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定
数
改
善
計
画
の
早
期
策
定
・
実
施
と
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
堅

持
及
び
拡
充
を
求
め
る
意
見
書

　

未
来
を
担
う
子
ど
も
た
ち
が
夢
や
希
望
を
も
ち
、
健
や
か
に
成
長
し
て
い
く
こ
と
は
、
す
べ
て

の
国
民
の
切
な
る
願
い
で
あ
る
。
し
か
し
、
学
校
現
場
で
は
子
ど
も
た
ち
の
健
全
育
成
に
む
け
て

真
摯
に
取
り
組
ん
で
い
る
も
の
の
、
い
じ
め
や
不
登
校
、
非
行
問
題
行
動
を
含
め
た
、
子
ど
も
た

ち
を
と
り
ま
く
教
育
課
題
は
依
然
と
し
て
克
服
さ
れ
て
い
な
い
。

　

ま
た
、
特
別
な
支
援
や
日
本
語
教
育
を
必
要
と
す
る
子
ど
も
も
多
く
、
一
人
ひ
と
り
に
応
じ
た

適
切
な
支
援
を
行
う
た
め
の
十
分
な
時
間
が
確
保
で
き
な
い
な
ど
の
課
題
に
も
直
面
し
て
い
る
。

昨
年
度
、
文
部
科
学
省
は
、
９
年
間
で
２
万
８
，
１
０
０
人
の
教
職
員
定
数
改
善
の
考
え
方
を
示

し
、
そ
の
初
年
度
分
と
し
て
３
，
０
４
０
人
の
定
数
改
善
を
盛
り
込
ん
だ
も
の
の
、
少
人
数
学
級

の
推
進
や
教
職
員
定
数
改
善
計
画
は
示
さ
れ
て
お
ら
ず
、
不
十
分
な
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
政

府
予
算
に
お
い
て
は
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対
応
や
特
別
支
援
教
育
の
充
実
な
ど
の
た
め
の
５
２
５

人
の
加
配
措
置
に
と
ど
ま
る
と
と
も
に
、
教
職
員
定
数
全
体
を
子
ど
も
の
自
然
減
以
上
に
削
減
す

る
こ
と
が
盛
り
込
ま
れ
る
な
ど
、
子
ど
も
た
ち
の
健
や
か
な
成
長
を
支
え
る
た
め
の
施
策
と
し
て

は
、
た
い
へ
ん
不
満
の
残
る
も
の
と
な
っ
た
。
少
人
数
学
級
は
、
保
護
者
・
県
民
か
ら
も
一
人
ひ

と
り
の
子
ど
も
に
き
め
細
か
な
対
応
が
で
き
る
と
い
う
声
が
多
く
聞
か
れ
る
。
山
積
す
る
課
題
に

対
応
し
、
す
べ
て
の
子
ど
も
た
ち
に
ゆ
き
と
ど
い
た
教
育
を
行
う
た
め
に
も
、
少
人
数
学
級
の
さ

ら
な
る
拡
充
を
含
め
た
定
数
改
善
計
画
の
早
期
策
定
・
実
施
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

ま
た
、
子
ど
も
た
ち
が
全
国
ど
こ
に
住
ん
で
い
て
も
、
機
会
均
等
に
一
定
水
準
の
教
育
を
受
け

ら
れ
る
こ
と
は
憲
法
上
の
要
請
で
あ
る
。
し
か
し
、
三
位
一
体
改
革
に
よ
り
、
義
務
教
育
費
国
庫

負
担
制
度
の
国
庫
負
担
率
は
、
２
分
の
１
か
ら
３
分
の
１
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
ま
ま
で
あ
り
、
自

治
体
の
財
政
は
圧
迫
さ
れ
て
い
る
。
教
育
の
機
会
均
等
と
水
準
確
保
の
た
め
に
、
義
務
教
育
費
国

庫
負
担
制
度
の
堅
持
と
と
も
に
、
国
庫
負
担
率
を
２
分
の
１
へ
復
元
す
る
こ
と
は
、
国
が
果
た
さ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
大
き
な
責
任
の
一
つ
で
あ
る
。

　

よ
っ
て
国
に
お
い
て
は
、
定
数
改
善
計
画
の
早
期
策
定
・
実
施
と
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制

度
の
堅
持
と
と
も
に
、
国
庫
負
担
率
２
分
の
１
へ
の
復
元
に
む
け
て
、
十
分
な
教
育
予
算
を
確
保

さ
れ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

　

以
上
、
地
方
自
治
法
第
99
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る
。

　
　

平
成
28
年
９
月
28
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

刈　

谷　

市　

議　

会

◆企画総務委員会（10月12日～14日）
　神奈川県厚木市「公共施設最適化の推進について」
　千葉県佐倉市「地域防災力向上の取り組みについて」
　千葉県我孫子市「広報戦略による魅力発信について」
◆福祉産業委員会（10月19日～21日）
　東京都板橋区「板橋区立企業活性化センターについて」
　千葉県木更津市「きさらづ健康マイレージについて」
　東京都中央区「介護ロボットの活用状況について」
　東京都八王子市「障害のある人もない人も共に安心して暮ら
　　　　　　　　　せる八王子づくり条例について」
◆建設委員会（10月19日～21日）
　東京都府中市「スマートインターチェンジについて」
　千葉県千葉市「道路インフラの長寿命化計画について」
　神奈川県小田原市「史跡小田原城址本丸・二の丸整備基本構想について」
◆市民文教委員会（10月12日～14日）
　新潟県糸魚川市「子ども一貫教育について」
　石川県かほく市「かほく市ママ課の取り組みについて」
　石川県金沢市「学生のまちの推進について」
◆議会運営委員会（10月26日～27日）
　埼玉県春日部市「災害時の議会対応について」
　東京都文京区　「災害時の議会対応について」

【 行政視察 】
優れた事業を行う自治体を視察し、魅力ある刈谷市づくりに生かします。

次回発行の
2月1日号に
視察報告を掲載
します


